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開発途上国における気候変動への
適応支援と科学技術

JICA 川西、加用
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ＮＥＤＯ（注２）等

日本貿易保険

国際機関

「適応」策
ｸﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰｱｸｾｽ支援

「緩和」策支援

英国 米国

円借款供与適格国等

気候変動に
脆弱な国

政策協議を経た
途上国等

その他資金対応

国際機関

途上国における温暖化への適応策及
びクリーン・エネルギーへのアクセス
を支援し、持続可能な開発を促進

省エネ等の日本の高い技
術力を世界に広め、地球
全体の温室効果ガスの排
出抑制を促進

日本政策金融公庫

（JBIC）

拠出（注１）

５年間で、累計概ね１００億ドル程度の資金供給を可能とする資金メカニズムの運用を2008年から開始
→排出削減と経済成長を両立させ、気候の安定化に貢献しようとする途上国を支援

（例）
森林保全、防災、干ばつ・洪水等の気候変
動に関連する環境被害への対策支援

太陽光や小規模水力等による農村電化

（例） 発電設備のエネル
ギー効率の向上無償資金協力

技術協力

拠出

気候変動
対策円借款
＝５０００億円

その他の公的資金

民間資金を
呼び込み

技術移転促進

約２５００億円 約１兆円

・・・

（注１）米国・英国とともに多国間の
新たな基金を創設することを目指し、
他のドナーにも参加を呼びかける
(注２)新エネルギー・産業技術総合
開発機構

各
種
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

民間企業
各種ファンド等

（出典）政府広報資料

「クールアース・パートナーシップ」資金メカニズム 全体像
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＜緩和策＞

コベネ事業 CDM事業実施促進

民間部門の取組支援

＜適応策＞

国毎に予想される
影響に応じた適応
政策立案・実施の

支援

技
術
協
力

資
金
協
力

日本の技術・民間技術活用

国際社会に貢献する研究の推進

政策項目実施支援

・法制度整備
・キャパビル
・モニタリング、等

影響が深刻な地域
・分野の適応力強化

「気候変動リスク」の
概念導入

（注）コベネ事業・・・コベネフィット（相乗利益）型温暖化対策事業。途上国の開発のニーズを満たす事業を実施すると同時に、温
暖化対策にも寄与する取り組み。

• 「気候変動に係る取り組みの方向性」（平成20年10月1日）発表
– 日本政府の「クールアース・パートナーシップ」に基づき、積極的にプログラム等を推進
– 温室効果ガスの抑制と経済成長の両立を図ろうとする途上国と日本政府の気候変動に係わ

る政策対話を踏まえ、新ＪＩＣＡは分野横断的な視点を踏まえた一体的な協力を実施

気候変動に係る具体的な対応と方向性（概要図）

JICAの方針
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開発協力における適応の主流化

OECDハイレベル会合（2009年5月）にて、「開
発協力における適応の主流化に関するステート
メント」が採択される

気候リスクの開発協力への内部化

将来の気候変動に係る不確実性

→ “win-win adaptation-development 
solutions”
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気候変動への適応と開発
（出所：McGray et al., 2007をもとに作成）

脆弱性に基づくプローチ 影響に基づくアプローチ

気候変動予測

気候変動の影響評価

気候リスク管理

気候変動の特定の影響への対処
いま既にある脆弱性に着目

脆弱性の低減に向けた取り組み
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JICA事業における適応策の事例

気候変動に伴いリスクが高まると考えられる感染症への対策（マラ
リア対策等）、保健医療情報システムの整備

保健・衛生

気候変動リスクを考慮した橋梁・道路等の設計インフラ

洪水・土砂災害の予防・軽減のための構造物対策

予警報システム構築やハザードマップ作成などの非構造物対策

コミュニティの災害対応能力強化（避難訓練）

行政機関の防災能力向上支援（防災計画策定、災害対応能力等）

防災

住民参加型森林管理（植林、土壌保全、森林火災予防等）森林・生態系

乾燥に強い品種導入（ネリカ米など）

灌漑施設の整備と住民参加型水管理

農業

給水施設整備、維持管理強化水資源
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バングラデシュ
「多目的サイクロンシェルター建設」(2003-05)
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アルゼンチン
「気候変動への適応能力強化プロジェクト」

気候変動予測にかかる技術協力（2008年度案件）
地球シミュレータと気候モデル（JMA/MRI）の活用：
２０ｋｍの解析度

気候変動予測→影響評価→適応行動
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気候変動予測
2008－09

農業

保健

JICA

気象研究所
環境省、気象庁

影響評価

step1

step2

step3
適応行動

防災

生態系

2010

アジア地域
「気候変動への適応能力強化コース」

対象国： バングラデシュ、インドネシア、
フィリピン、タイ、ベトナム

期間：２００８－２０１０年度
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ブラジル国 アマゾン森林保全･違法伐採防止のため
のALOS衛星画像の利用プロジェクト

アマゾン森林の違法伐採の減少
←アマゾンの監視体制強化

アマゾン森林の違法伐採の減少
←アマゾンの監視体制強化

将来的な貢献

目的(期間2009年6月～2012年6月）
•雲の影響を受けないPALSAR(JAXAの衛星
ALOSに搭載されているマイクロ波センサー)技術
を活用したアマゾンの違法伐採モニタリングシス
テム改善のための技術移転

•モニタリングシステム運用に関する職員の研修

•組織間連携の強化

違法伐採監視能力の向上

・既存のモニタリングシステムへの

ALOS衛星画像の取り込み

システム改善 連携促進人材育成

既存の衛星画像
では雲が邪魔に
なる

ALOS衛星画像は
雲の下まで見るこ
とができる

既存の衛星画像 ALOS衛星画像
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地球規模課題対応国際科学技術協力

②科学技術研究員派遣②科学技術研究員派遣

・我が国と途上国の研究ニーズをマッチングのうえ、地球規模

課題に関する共同研究のために研究員を派遣。

・ 途上国研究機関のニーズに我が国の研究者をマッチングす

るシステムを開発。

・環境・エネルギー、防災、感染症対策の地球規模課題について、我が

国と開発途上国の研究機関が、外務省・JICA及び文科省・JST連携に

よる支援のもと国際共同研究を実施。

・共同研究を通じ、問題解決につながる成果を創出するとともに、開発

途上国研究機関の能力向上を図る。

①地球規模課題対応①地球規模課題対応国際科学技術協力プロ国際科学技術協力プロ
ジェクトジェクト

地球規模課題の解決に地球規模課題の解決に
向けた国際向けた国際共同研究共同研究

開発途上国の
研究機関

我が国の
研究機関 連携

外務省・ＪＩＣＡ外務省・ＪＩＣＡ文科省・ＪＳＴ文科省・ＪＳＴ
我が国研究者
と開発途上国
研究機関を
マッチング

我が国の研究者

共同研究
のニーズ

共同研究
のニーズ

開発途上国の
研究機関

我が国の研究我が国の研究
者を派遣者を派遣

連携

開発途上国自らの課題解決へ取り組む能力を強化

支援 技術協力
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地球規模課題対応国際科学技術協力事業（適応策）の現状地球規模課題対応国際科学技術協力事業（適応策）の現状

[ブータン]
○ブータンヒマラヤにおける氷河湖決壊洪水
に関する研究

[タイ]
○気候変動に対する水分野の適応策立案・実施
支援システムの構築
○熱帯地域に適した水再利用技術の研究開発

[フィリピン]
◎熱帯多島海域における沿岸生態系の多重環境変動適応策

[ツバル]
○海面上昇に対するツバル国の生態工学的維持

[ボリビア]
◎氷河減少に対する水資源
管理適応策モデルの開発

[バングラデシュ]
◎高潮・洪水被害の防止軽減
技術の研究開発

[南アフリカ]
◎気候変動予測とアフリカ南部に
おける応用

[インドネシア]
◎短期気候変動励起源地域における海陸観測
網最適化と高精度降雨予測

平成21年度平成20年度

アジア・大洋州地域：7件
中南米地域：1件
アフリカ地域：2件

[ブルキナファソ]
◎アフリカサヘル地域の持続
可能な水・衛生システム開発


